
年齢

１ 基本指数（父・母・養育者の状況：主たる保護者２名分を基本指数とします）

就労時間月 160 時間以上

就労時間月 140 時間以上 160 時間未満

就労時間月 120 時間以上 140 時間未満

就労時間月 100 時間以上 120 時間未満

就労時間月 80 時間以上 100 時間未満

就労時間月 60 時間以上 80 時間未満

2

5

6

就学時間月 160 時間以上

就学時間月 140 時間以上 160 時間未満

就学時間月 120 時間以上 140 時間未満

就学時間月 100 時間以上 120 時間未満

就学時間月 80 時間以上 100 時間未満

就学時間月 60 時間以上 80 時間未満

8

9

10

令和８年（２０２６年）７月時点

就労　妊娠・出産　疾病等　介護　災害　求職活動　就学　虐待・DV　育児休業　その他保育認定事由

番
号

事由 細項目

基本指数
（主たる保護者2名）

続柄

　　　父

9
就労

9

8 8

7 7

続柄

　　　母

12 12

11 11

10 10
1

保育の必要性認定指数表

保育所No. 保護者名 児童名

妊娠・出産 出産の前後 12

心身障害

身体障害者手帳１・２級、療育手帳A又は精神障害
者手帳１級を所持している場合

12 12

身体障害者手帳３・４級、療育手帳B・C又は精神障
害者手帳２・３級を所持している場合

11 11

上記以外の手帳その他により障害があり、保育がで
きないと判断される場合

6 6

長期の入院期間中 12 12

在宅
重度 常時安静又は通院頻度が高い 11 11

その他 上記以外

4 介護

寝たきり者等の付き添い（常時観察と介護を要する） 12 12

月１２０時間以上の介護 9 9

月６０時間以上１２０時間未満の介護 6

6 6

その他 上記１～９に類する場合 番号１～９を準用 番号１～９を準用

8 8

7 7

虐待・DV 虐待やDVのおそれがある場合 12 12

7 就学

12 12

11 11

10

3 疾病等

疾
病

入院

保育必要量
 □　標準
 □　短

育児休業を取得しており、復職が令和９年度以降の
場合（３歳以上のみ該当）
※　令和８年度中の復職者は就労の指数を使用

育児休業 3 3

9

6

災害 火災等による家屋損傷等の災害復旧 12 12

求職活動 求職活動を継続的に行っている場合 3 3

10

9
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２ 調整指数

３ 認定指数（基本指数＋調整指数）

点 点

※　上記の認定指数が同点であった場合は、抽選により優先順位を決定します。

番号 世帯の状況 調整指数

2 生活保護世帯 ＋３

3
保護者以外に65歳未満の同居人がいる場合で、当該同居人が入所基準（求職活動を
除く）を満たしていない場合

－３

1 －２保護者のいずれかが家族又は親族が経営する自営業・農業に就労している場合

6 保育料等を長期にわたり正当な理由なく滞納している場合 －５

7 虐待やDVのおそれが特に強いなど、社会的養護の必要な場合 状況に応じて加点

4 兄弟姉妹が同一の保育所等の利用を希望する場合 ＋３

5
希望する保育所等が0歳児保育を実施していないため、兄弟姉妹が別々の保育所等を
希望する場合

＋３

11 保護者が二人共に通勤時間が1時間を超える場合 ＋１

12 育休により市内保育所等を退園した児童が、再度入所を希望する場合 ＋１

8 ひとり親世帯の場合 ＋１４

10 小学校区内の保育所等を希望する場合（※４・５歳児のみ） ＋２

9 保護者のいずれかが単身赴任等をしている場合 ＋１２

点　基本指数 調整指数 合計

13
令和７年度の待機登録をしたうえで、令和７年10月1日時点及び入所申請時点で認可
外保育施設を月単位契約（半月単位等は除く）で利用している世帯

＋１

14
認可保育所等で月６０時間以上勤務する保育士が育児休業から保育士として復職する
場合又は新たに当該施設で勤務する場合（就労内定を含む） ＋２
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